












９　財政指標の見通し
（単位：百万円）

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

▲ 252 ▲ 203 ▲ 241 ▲ 286 ▲ 574 ▲ 798 ▲ 1,187
15,768 16,159 16,239 16,358 16,454 16,594 16,717
0.813 0.815 0.813 0.816 0.819 0.828 0.838
97.4 98.8 99.0 99.1 100.5 101.3 102.1
3.5 3.5 3.3 3.3 3.2 3.2 3.2

21,522 21,056 20,777 20,055 19,841 21,808 25,495
8,501 8,206 7,894 7,526 6,952 5,145 3,365

財政調整基金 3,281 3,078 2,838 2,552 1,978 1,179 ▲ 8
その他特定目的基金 5,220 5,128 5,056 4,974 4,974 3,966 3,373

※平成２９年度は決算額、平成３０年度以降は推計額です。

積立金現在高

区　分

実質単年度収支

標準財政規模

財政力指数

経常収支比率

実質公債費比率

市債現在高

庁舎整備や次期ごみ処理施設建設にかかる事

業費、また、市債の償還により、基金残高は減

少する見込みです。

＜財政調整基金＞

年度間の財源の不均衡を調整するために積み

立てておく基金です。

今後予定される庁舎整備や次期ごみ処理施設

建設など大型事業により、平成３４年度から発行

額が大きくなり、残高は増加する見込みです。

＜市債＞

公共事業などの財源として金融機関などから借

入れた資金です。

市債発行を抑制しているため、実質公債費比率

は減少傾向となりますが、今後は、庁舎整備や

次期ごみ処理施設建設などの大型事業が控え

ており、動向を注視する必要があります。

＜実質公債費比率＞

借入金の返済である公債費などの負担状況を

示す指標です。

市税収入は人口増を見込み、経済成長率を加

味していることから、堅調に維持しつつも、社会

保障関係経費の増加傾向が継続することから、

財政の弾力性は失われ硬直化すると見込まれ

ます。

＜経常収支比率＞

財政構造の弾力性を示しており、比率が高いほ

ど財政の硬直化が進んでいることを表します。
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１０ 今後の取り組みについて 

 市税収入は、人口増や経済成長率などの影響を受け、堅調に推移しつつも、庁舎整備

や次期ごみ処理施設整備などの大型事業に着手することで、普通建設事業費や公債費の

増加が見込まれるほか、社会保障関係経費の増加も見込まれ、財政調整基金残高も急速

に減少していきます。さらに、平成３１年度を初年度とする「四街道市総合計画後期基

本計画」の各事業の推進、社会情勢や経済状況の変化にも柔軟に対応しつつ、公共施設

等総合管理計画に基づき、老朽化した公共施設の更新や長寿命化への対応もしていかな

ければなりません。 

 財政調整基金の急速な減少に歯止めをかけ、一定の残高を確保するため、経常経費の

削減を図りつつ、普通建設事業を抑制し、市債発行額を抑えるなど、収支改善に努める

必要があります。 

そのため、これらの推進にあたっては、平成３１年度からの「第８次行財政改革推進

計画」に沿った取組を着実に推進することはもとより、引き続き、経営改革会議を通じ

て、全庁的な体制のもと、毎年度事業の見直しなどを行い、執行段階においても、更な

る収支改善を目指して、持続可能な財政運営に努めてまいります。 

 

 

≪参考≫ 

●第８次行革効果額を反映した財政指標の見通し 

 ・行革効果額 

（単位：百万円）          

平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

79 254 337 370 401 

 ※普通会計にかかわる項目のみ 

 

・財政調整基金残高 

（単位：百万円） 

 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

行革効果額反映前 2,838 2,552 1,978 1,179 ▲8 

行革効果額反映後 2,917 2,885 2,648 2,220 1,433 

 

・経常収支比率 

（単位：％） 

 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

行革効果額反映前 99.0 99.1 100.5 101.3 102.1 

行革効果額反映後 98.5 97.6 98.5 99.1 99.7 

 



 

 

 

◎四街道市役所 経営企画部 財政課 

 〒２８４－８５５５ 

 四街道市鹿渡無番地 

 電 話：０４３－４２１－６１１１（直通） 

 E-mail：yzaisei@city.yotsukaido.chiba.jp 


